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Ⅲ 教育行財政 

〔１〕教育行政 

１ 教育委員・歴代教育委員長・歴代教育長・歴代教育委員 

     

佐々木教育長 佐々木 
教育長職務代理者 

荒井委員 橋場委員 杉本委員 

 

   【教育委員】 

役職名 氏 名 就任年月日 

教 育 長 

教育長職務代理者 

委 員 

委 員 

委 員 

佐々木 ああ智 

佐々木 義 朗 

荒 井 由紀恵 

橋 場 正 人 

杉 本 ああ功 

令和元年１０月 １日就任 （１期目） 

平成１８年１０月 １日就任 （４期目） 

平成２７年１０月 １日就任 （２期目） 

平成２８年１０月 １日就任 （２期目） 

令和 ３年１０月 １日就任 （１期目） 
 

   【歴代教育委員長】 

歴代 氏 名 就任期間 

初代 

２代 

３代 

４代 

５代 

６代 

五十嵐 直 蔵 

岸 本 貞 治 

河 野 有 三 

島 倉 充 平 

伊 藤 博 邦 

山 田 律 子 

昭和３１年１０月 １日 

昭和３４年 ６月 １日 

昭和４６年 ４月３０日 

昭和６０年１０月 １日 

平成 ９年１０月 １日 

平成１７年１０月 １日 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

昭和３４年 ５月３１日 

昭和４６年 ９月３０日 

昭和６０年 ９月３０日 

平成 ９年 ９月３０日 

平成１７年 ９月３０日 

平成２８年 ９月３０日 

１期（ ２年８か月） 

４期（１２年４か月） 

４期（１４年５か月） 

３期（１２年） 

２期（ ８年） 

３期（１１年） 

※新教育委員会制度に伴い、教育長の任期更新時（平成２８年９月３０日）に委員長職廃止 

 

   【歴代教育長】 

歴代 氏 名 就任期間 

初代 

２代 

３代 

４代 

５代 

６代 

７代 

８代 

菅 原 悳 一 

半 田 景 明 

宮 澤 一 成 

佐 藤 利 雄 

工 藤 文 夫 

小 林 義 知 

宮 崎 ああ肇 

佐々木 ああ智 

昭和３１年１０月 １日 

昭和３４年 ６月１６日 

昭和５０年 ６月 １日 

昭和６３年１０月 １日 

平成 ８年１０月 １日 

平成１３年１０月 １日 

平成２４年１０月 １日 

令和元年１０月 １日 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 

昭和３４年 ３月１３日 

昭和５０年 ３月２０日 

昭和６３年 ９月３０日 

平成 ８年 ９月３０日 

平成１３年 ９月３０日 

平成２４年 ９月３０日 

令和元年 ９月３０日 

１期（ ２年５か月） 

５期（１６年９か月） 

４期（１３年４か月） 

２期（ ８年） 

２期（ ５年） 

３期（１１年） 

２期（ ７年） 

１期目 
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   【歴代教育委員】 

氏 名 
委 員 

（在任期間） 

委
員
長 

教
育
長 

委

員 

内 村 ナ ツ 昭和３１年１０月１日 昭和４３年９月３０日 ３期（１２年）   ○ 

信 田 信太郎 昭和３１年１０月１日 昭和４１年９月３０日 ３期（１０年）   ○ 

五十嵐 直 蔵 昭和３１年１０月１日 昭和３４年５月３１日 １期（ ２年８か月） ◎   

高 橋 三次郎 昭和３１年１０月１日 昭和３４年５月１３日 １期（ ２年４か月）   ○ 

菅 原 悳 一 昭和３１年１０月１日 昭和３４年３月１３日 １期（ ２年５か月）  ○  

岸 本 貞 治 昭和３４年６月１日 昭和４６年９月３０日 ４期（１２年４か月） ◎   

半 田 景 明 昭和３４年６月１６日 昭和５０年３月２０日 ５期（１６年９か月）  ○  

若 木 キ サ 昭和３４年７月３日 昭和３６年３月   １期（ １年８か月）   ○ 

鈴 木 清 子 昭和３６年３月３１日 昭和４３年９月３０日 ２期（ ７年６か月）   ○ 

阿 部 忠 彦 昭和４１年１０月１日 昭和４５年９月３０日 １期（ ４年）   ○ 

鎌 倉 末 吉 昭和４３年１０月１日 昭和４６年４月７日 １期（ ２年６か月）   ○ 

藤 本 敬 一 昭和４３年１０月１日 昭和５５年９月３０日 ３期（１２年）   ○ 

高 塚 興 正 昭和４５年１０月１日 平成２年９月３０日 ５期（２０年）   ○ 

河 野 有 三 昭和４６年４月３０日 昭和６０年９月３０日 ４期（１４年５か月） ◎   

矢 野 和 子 昭和４６年１０月１日 昭和５８年９月３０日 ３期（１２年）   ○ 

宮 澤 一 成 昭和５０年６月１日 昭和６３年９月３０日 ４期（１３年４か月）  ○  

信 田 ああ茂  昭和５５年１０月１日 平成４年９月３０日 ３期（１２年）   ○ 

寺 山 恵美子 昭和５８年１０月１日 平成７年９月３０日 ３期（１２年）   ○ 

島 倉 充 平 昭和６０年１０月１日 平成９年９月３０日 ３期（１２年） ◎   

佐 藤 利 雄 昭和６３年１０月１日 平成８年９月３０日 ２期（ ８年）  ○  

佐 藤 嘉 彦 平成２年１０月１日 平成６年８月２１日 １期（３年１０か月）   ○ 

今ああ ああ清 平成４年１０月１日 平成１２年９月３０日 ２期（ ８年）   ○ 

三ツ野 ああ仁 平成７年１０月１日 平成１８年９月３０日 ３期（１１年）   ○ 

橋 爪 光 子 平成７年１０月１日 平成１９年９月３０日 ３期（１２年）   ○ 

工 藤 文 夫 平成８年１０月１日 平成１３年９月３０日 ２期（ ５年）  ○  

伊 藤 博 邦 平成９年１０月１日 平成１７年９月３０日 ２期（ ８年） ◎   

竹 嶋 勝 利 平成１２年１０月１日 平成２０年９月３０日 ２期（ ８年）   ○ 

小 林 義 知 平成１３年１０月１日 平成２４年９月３０日 ３期（１１年）  ○  

阿 部 弓 枝 平成１９年１０月１日 平成２７年９月３０日 ２期（ ８年）   ○ 

明 石 光 正 平成２０年１０月１日 平成２８年９月３０日 ２期（ ８年）   ○ 

山 田 律 子 平成１７年１０月１日 平成２９年９月３０日 ３期（１２年） ◎※  ○ 

佐々木 義 朗 平成１８年１０月１日 － ４期目   ○ 

宮 崎 ああ肇 平成２４年１０月１日 令和元年９月３０日 ２期（ ７年）  ○  

荒 井 由紀恵 平成２７年１０月１日 － ２期目   ○ 

橋 場 正 人 平成２８年１０月１日 － ２期目   ○ 

吉 村 恭 子 平成２９年１０月１日 令和２年９月３０日 １期（ ４年）   ○ 

佐々木 ああ智 令和元年１０月１日 － １期目  ○  

杉 本 ああ功 令和３年１０月１日  － １期目   ○ 
※新教育委員会制度に伴い、教育長の任期更新時（平成２８年９月３０日）に委員長職廃止 
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２ 教育委員会会議の開催状況 

回数 開催日 議  題 

１ 令和２年 １月２９日 
令和元年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果の公表につ

いて ほか 

２ 令和２年 ２月２６日 令和２年千歳市議会第１回定例会教育行政報告について ほか 

３ 令和２年 ３月 ５日 教職員の異動内申について ほか 

４ 令和２年 ３月２４日 
教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について 

ほか 

５ 令和２年 ４月２４日 千歳市奨学生選考委員会委員の委嘱又は任命について ほか 

６ 令和２年 ５月２８日 令和２年千歳市議会第2回定例会教育行政報告について ほか 

７ 令和２年 ６月３０日 千歳市学校給食センター運営審議会委員の委嘱について ほか 

８ 令和２年 ７月１７日 令和元年度指定管理者モニタリング報告について ほか 

９ 令和２年 ８月２８日 
令和３年度に使用する小学校用及び中学校用教科用図書等の採択

について ほか 

１０ 令和２年 ９月１１日 令和２年千歳市議会第3回定例会教育行政報告について ほか 

１１ 令和２年１０月２８日 令和２年度ハイパーＱＵ検査の結果について ほか 

１２ 令和２年１１月２５日 令和２年千歳市議会第4回定例会教育行政報告について ほか 

１３ 令和２年１２月２３日 
令和２年度新体力テストの実施方法改善に向けた実践事業報告につ

いて ほか 

３ 教育行政の沿革 

（１）教育委員会の発足 

戦後の民主化、地方分権化の一環として、昭和２３年７月１５日に教育委員会法が制定され、市町村につい

ては、昭和２７年１１月１日までに設置することとされました。教育委員会の委員は、住民の選挙によって決めら

れ、市町村の委員５人のうち１人は議会から選ばれました。任期は４年ですが、最初の選挙における上位２人は

４年、次の２人は２年で、２年ごとに半数の委員を改選するという規定でした。 

本市では、昭和２７年１０月５日に第１回の選挙が行われ、４年任期の委員に今与三郎、市村政五郎、２年任

期の委員に中川要助、野沢栄三郎が選ばれ、さらに町議会選出の吉田信一の５名でスタートしました。１１月１

日第１回教育委員会会議が開催され、委員長に今与三郎、副委員長に中川要助を選出しています。その他、

教育長として町教育民生課長の谷口好忠を任命し、教育委員会会議規則や教育委員会事務局組織規程等が

決定されています。発足当初は、米オクラホマ州兵師団の駐留による町の風紀問題や、人口急増に伴う不足

教室の対策など、教育を取り巻く難問を抱えることになりました。昭和２８年４月１日、谷口教育長に代わり、北海

道民生部社会課民生・保護生活係長の佐藤勝蔵が招かれて教育長に就任しています。昭和２９年６月１８日に

公職選挙法の一部改正があり、２年委員の任期は更に２年間延長されました。この年、野沢栄三郎委員の辞任

に伴い中村竹五郎が繰上当選により委員に就任し、更に、今与三郎委員長が辞任したため、翌３０年４月３０日

の地方統一選挙で町教育委員会委員補欠選挙が行われ、熊谷功男が委員に当選しました。 議会側からは、

新たに佐藤文喜が選任され、後任委員長には、副委員長であった中川要助が、副委員長には市村政五郎が選

ばれました。昭和３１年６月の第２回国会において、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の成立（同

年１０月１日施行）に伴い、教育委員会委員の公選制が廃止され、地方公共団体の長が議会の同意を得て委

員を任命することになりました。同年９月、第３回定例町議会において、五十嵐直蔵、信田信太郎、高橋三次郎、

内村ナツ、菅原悳一が議会の同意のもとに委員に任命され、委員長に五十嵐直蔵、副委員長に内村ナツ、教

育長に菅原悳一が選出されました。当時は、ジェット機の騒音問題や東千歳地区の通学問題などを抱えていま

した。 
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（２） 沿 革 

年 月 主な出来事 
明治１２（１８７９）年１０月 
〃 １３（１８８０）年 ３月 

４月 
〃 ２２（１８８９）年 ４月 
〃 ２８（１８９５）年 ３月 
〃 ３２（１８９９）年 ９月 
〃 ３３（１９００）年 ６月 

 
９月 
１１月 

〃 ３４（１９０１）年 ６月 
１２月 

〃 ３５（１９０２）年 ４月 
〃 ３９（１９０６）年 ９月 
大正元（１９１１）年１０月 
〃  ４（１９１５）年 ４月 
〃  ５（１９１６）年１０月 
〃  ６（１９１７）年 ４月 

１２月 
〃  ７（１９１８）年 ６月 

１２月 
〃  ９（１９２０）年１２月 
〃 １２（１９２３）年 ４月 
〃 １３（１９２４）年 ４月 
〃 １５（１９２６）年 ４月 

５月 
昭和 ６（１９３１）年 ４月 

〃  ７（１９３２）年    
〃 １１（１９３６）年１１月 
〃 １２（１９３７）年１０月 
〃 １４（１９３９）年 ４月 
〃 １５（１９４０）年 ６月 
〃 １６（１９４１）年 ４月 
〃 １７（１９４２）年 ５月 
〃 ２１（１９４６）年 ４月 

１１月 
〃 ２２（１９４７）年 ４月 

 
５月 
６月 

 
１２月 

〃 ２３（１９４８）年 ６月 
１０月 

〃 ２４（１９４９）年 １月 
４月 

〃 ２５（１９５０）年 ３月 
４月 

 
１２月 

〃 ２６（１９５１）年 ３月 
４月 

 
昭和２７（１９５２）年 ４月 

 
 

１０月 
１１月 

〃 ２８（１９５３）年 ５月 
〃 ２９（１９５４）年 ４月 

 
５月 

〃 ３０（１９５５）年 ４月 
５月 

〃 ３１（１９５６）年 １月 
 

４月 

千歳村で初の寺子屋式教育を始める（現千歳小学校） 
千歳村に戸長を置き事務を行う（戸長役場開庁） 
千歳教育所創設 
千歳教育所を改め簡易小学校となる 
簡易小学校が千歳尋常小学校となる（現在地に校舎新築） 
長都に私立教育所設置（長都小学校） 
千歳尋常小学校阿宇砂里分教場設置（現駒里小学校） 
嶮淵簡易教育所設置（泉郷小学校の前身） 
幌加簡易教育所設置（幌加小学校の前身） 
長都の私立教育所が長都簡易教育所となる 
長都簡易教育所が長都尋常小学校となる 
近唐教育所設置（協和小学校の前身） 
木臼簡易教育所設置（中央小学校の前身） 
阿宇砂里分教場が阿宇砂里簡易教育所となる 
烏柵舞特別教授所設置（水明小学校の前身） 
二級町村制施行（烏柵舞村、蘭越村、長都村、千歳村を合併） 
幌加簡易教育所が幌加尋常小学校となる 
阿宇砂里、嶮淵、木臼の各簡易教育所及び近唐教育所が尋常小学校となる 
烏柵舞に私立王子尋常小学校開校、烏柵舞特別教授所廃止 
新嶮淵尋常小学校開校（東丘小学校の前身） 
千歳尋常小学校に高等科併置 
千歳尋常小学校根志越分教場設置（現千歳第二小学校） 
嶮淵、私立王子の両尋常小学校に高等科併置 
根志越分教場が千歳尋常小学校分教場根志越特別教授所となる 
千歳、長都、嶮淵、幌加に青年訓練所設立 
釜加特別教授場設置 
私立王子尋常高等小学校が公立烏柵舞尋常高等小学校となる 
釜加特別教授場を長都尋常小学校へ統合 
烏柵舞尋常高等小学校千歳鉱山特別教授所設置 
千歳鉱山特別教授所が千歳鉱山尋常高等小学校となる 
一級町村制施行 
長都尋常小学校に高等科併置 
国民学校令の施行により小学校を国民学校と改称する 
町制施行（人口１３,９９４人） 
根志越教授所が千歳第二国民学校となる 
蘭越国民学校開校 
法令改正（学校六・三制発足）により校名変更 
長都、千歳鉱山、嶮淵の各小学校に千歳中学校の分校を併置（長都、千歳鉱山、泉郷各中学校の前身） 
千歳中学校木臼分校設置（中央中学校の前身） 
千歳中学校開校 
幌加中学校開校（小学校に併置、東千歳中学校の前身） 
烏柵舞小学校支笏湖畔分教場設置（現支笏湖小学校） 
千歳第三小学校開校（現在のキリンビアパーク千歳） 
道立野幌高等学校千歳分校設置 
烏柵舞小学校支笏湖畔分教場が支笏湖小学校となる 
千歳中学校烏柵舞分校設置（小学校に併置、水明中学校の前身） 
野幌高等学校千歳分校が北海道月寒高等学校千歳分校となる 
月寒高等学校千歳分校が町立千歳高等学校となる 
千歳中学校鉱山分校が千歳鉱山中学校となる 
千歳中学校阿宇砂里分校設置（小学校に併置、現駒里中学校) 
千歳中学校が東雲町４丁目から現在地（栄町４丁目）に移転 
字名変更により木臼小学校及び千歳中学校木臼分校が中央小学校及び同中央分校に烏柵舞小学校及び
千歳中学校烏柵舞分校が水明小学校及び同水明分校となる 
字名変更により阿宇砂里小学校・千歳中学校阿宇砂里分校、嶮淵小学校・同嶮淵分校、近唐小学校、新嶮
淵小学校が駒里小学校・同駒里分校、泉郷小学校・同泉郷分校、協和小学校、東丘小学校となる 
幌加中学校が東千歳中学校となる 
千歳町教育委員会委員選挙執行 
千歳町教育委員会発足 
北栄小学校開校 
千歳町立千歳高等学校道立移管 
千歳公民館開館 
千歳町体育協会発足 
千歳町教育委員会委員補欠選挙執行 
千歳中学校長都分校が長都中学校となる 
千歳中学校駒里分校、同泉郷分校、同中央分校及び同水明分校が駒里中学校、泉郷中学校、中央中学
校及び水明中学校となる 
末広小学校開校 



１４ 

年 月 主な出来事 
昭和３２（１９５７）年 ４月 

８月 
〃 ３３（１９５８）年 ７月 
〃 ３４（１９５９）年 ４月 

１１月 
〃 ３５（１９６０）年 ５月 
〃 ３７（１９６２）年 ４月 

１０月 
〃 ３９（１９６４）年 ３月 

 
４月 
９月 
１０月 

〃 ４０（１９６５）年１０月 
〃 ４１（１９６６）年 ３月 

４月 
〃 ４２（１９６７）年 １月 

３月 
 

〃 ４３（１９６８）年 ３月 
４月 
７月 
１２月 

〃 ４４（１９６９）年 ８月 
１２月 

 
〃 ４５（１９７０）年 ４月 

６月 
１２月 

 
〃 ４６（１９７１）年 １月 

４月 
９月 

〃 ４７（１９７２）年 １月 
３月 
９月 

〃 ４８（１９７３）年 １月 
４月 
５月 

〃 ４９（１９７４）年 ３月 
４月 

 
10月 

〃 ４９（１９７４）年11月 
〃 ５０（１９７５）年 ４月 

６月 
８月 

12月 
〃 ５１（１９７６）年 ４月 

 
 
 
 

〃 ５２（１９７７）年 ４月 
〃 ５３（１９７８）年 ３月 

 
４月 

 
６月 
１０月 

 
１２月 

〃 ５４（１９７９）年 ５月 
６月 
７月 
８月 

10月 
 

緑小学校開校 
青葉中学校開校 
市制施行(人口４８,４４３人) 
水明小・中学校藤の沢分校設置(藤の沢小学校の前身) 
キウスのチャシ重要文化財の指定を受ける 
千歳小学校特殊学級発足(精神薄弱学級：昭和４６年に北進小学校に分離独立) 
千歳中学校特殊学級発足(精神薄弱学級：昭和４６年に北進中学校に分離独立) 
市民会館開館 
水明小学校を支笏湖小学校に統合 
水明中学校藤の沢分校を本校に統合 
水明小学校藤の沢分校が千歳小学校藤の沢分校となる 
ウサクマイ遺跡発掘調査 
学校給食センター開設 
千歳小学校特殊学級及び千歳中学校特殊学級が千歳小学校北栄分校・千歳中学校北栄分校となる 
水明中学校を千歳中学校に統合 
千歳小学校藤の沢分校が藤の沢小学校となる 
日の出小学校開校 
藤の沢小学校廃校 
青少年健全育成都市宣言 
泉郷小学校を千歳第二小学校に泉郷中学校を千歳中学校に統合 
信濃小学校開校 
千歳第三小学校を信濃小学校に統合 
中央「千歳キウス環状土籬群」北海道文化財に指定 
千歳市開基９０周年記念式典 
青少年会館開館 
支笏湖青少年研修センター開設 
高台小学校開校 
スポーツ都市宣言 
東千歳地区スクールバス運行開始 
千歳第二小学校開校５０周年記念式典 
幌加小学校、協和小学校、東丘小学校を統合し東小学校開校 
千歳小学校北栄分校・千歳中学校北栄分校が北進小学校・北進中学校となる 
「千歳神社境内釜加神社弁天御厨子」千歳市文化財に指定 
真町中学校開校 
中央中学校を真町中学校に統合 
北進小学校に言語治療教室開設 
青葉中学校が住吉１丁目から現在地（豊里４丁目）に移転 
北海道千歳北陽高等学校開校（中央） 
北栄小学校に情緒障害特殊学級開設 
末広小学校が花園１丁目から現在地（富丘２丁目）に移転 
学校給食センターが上長都に移転 
北進小学校の言語治療教室を緑小学校に移設 
支笏湖勤労青少年フレンドシップセンター開設 
人口６万人突破（人口６０,２００人） 
富丘中学校開校 
支笏湖自然の村開村 
美々貝塚永久保存のため発掘調査 
北海道千歳北陽高等学校が北信濃（現在地、北陽）に移転 
千歳市青少年指標制定 
千歳中学校に言語治療教室開設 
祝梅小学校開校 
教育委員会事務局市庁舎に移転 
市立図書館開館 
｢美々貝塚｣｢馬逓看板｣｢磨製石棒｣｢男性土偶｣千歳市文化財指定 
千歳鉱山小学校、千歳鉱山中学校閉校 
蘭越小学校を緑小学校に統合 
桜木小学校開校 
北進中学校に情緒障害特殊学級開設 
総合スポーツセンター完成 
千歳小学校開校百年記念式典 
「動物形土製品｣千歳市文化財指定 
泉沢市民スキー場開設 
「ウサクマイ遺跡群」国の史跡に指定  
「動物形土製品」国の重要文化財に指定 
千歳市民憲章制定 
千歳市開基百年記念式典 
「キウス周堤墓群」国の史跡に指定 
「泉郷獅子舞」千歳市文化財（無形民俗文化財）指定 



１５ 

年 月 主な出来事 
昭和５５（１９８０）年 ７月 
〃 ５７（１９８２）年 ２月 

４月 
〃 ５８（１９８３）年 ２月 

３月 
１１月 

〃 ５９（１９８４）年 ４月 
 

〃 ６０（１９８５）年 ８月 
１２月 

〃 ６１（１９８６）年 ４月 
７月 

〃 ６２（１９８７）年 ４月 
５月 

〃 ６３（１９８８）年 ２月 
４月 

 
７月 
９月 

平成 元(１９８９）年 ４月 
 

９月 
１０月 
１１月 

〃  ２（１９９０）年 ８月 
１２月 

〃  ３（１９９１）年 ９月 
１０月 

〃  ４（１９９２）年 ９月 
〃  ５（１９９３）年 ３月 

 
 

〃  ５（１９９３）年 ５月 
８月 

〃  ６（１９９４）年 ４月 
８月 
９月 

〃  ７（１９９５）年 ４月 
５月 
８月 

〃  ８（１９９６）年 ５月 
９月 

〃  ９（１９９７）年 ４月 
６月 
１１月 

〃 １０（１９９８）年 ４月 
 

７月 
８月 
１０月 

 
〃 １１（１９９９）年 １月 

３月 
４月 
１１月 

〃 １２（２０００）年 ９月 
〃 １３（２００１）年 ４月 

１１月 
〃 １４（２００２）年 ２月 

４月 
７月 
１２月 

〃 １５（２００３）年 ３月 
４月 

 
６月 
１１月 

〃 １６（２００４）年 ４月 

「蕨手刀」千歳市文化財指定 
(財)千歳青少年教育財団設立 
向陽台小学校開校 
人口７万人突破（人口７０,０５１人） 
北進小学校に情緒障害特殊学級開設 
北海道都市教育長会開催 
市民文化センター開館 
北斗中学校開校 
第１６回全国中学校卓球大会開催 
ひびけ市民の｢第９交響曲｣発表 
千歳小学校に肢体不自由特殊学級開設 
青空運動公園（アスファルトリンク）完成 
向陽台中学校開校 
千歳市民球場完成 
市立図書館新築移転（青葉公園内） 
通学区域変更（末広地区を富丘中学校から千歳中学校へ、清水町及び錦町１・２丁目地区を千歳中学校か
ら真町中学校へ） 
青葉公園ピクニック広場完成 
夢ランドちとせ開催 
教育委員会事務局が本庁者から現教育委員会庁舎に移転 
千歳中学校に肢体不自由特殊学級開設 
第４４回国民体育大会軟式野球競技会開催 
千歳市開基１１０周年記念式典 
青空公園ふれあいセンター完成 
語学指導を行う外国青年を招致し中学校巡回訪問指導開始 
鶴は千年塾事業により青少年海外派遣 
障害児教育相談員設置 
人口８万人突破 
学校週５日制開始 
(財)千歳市体育協会設立 
開基記念総合武道館完成 
中央小学校を千歳小学校に統合 
「アイヌの伝統的芸能と工芸技術」千歳市文化財（無形民俗文化財）指定 
学校給食センターが祝梅に移転 
北陽小学校開校（千歳小の肢体不自由特殊学級を北陽小に移設） 
第２４回全国中学校剣道大会開催 
千歳サケのふるさと館開館 
市民ギャラリー開館 
駒里水泳プール完成 
第３９回北海道学校給食研究大会開催 
青葉陸上競技場全天候型トラック及び管理棟全面改修完了 
第４６回北海道公立小中学校事務研究大会（東北・北海道合同）石狩大会開催 
泉沢小学校開校 
適応指導教室「おあしす」開設 
千歳中学校開校５０周年記念式典 
千歳高校全日制普通科１学級増 
向陽台小学校に情緒・知的障害特殊学級開設 
千歳市温水プール完成 
支笏湖小学校開校５０周年記念式典 
第４７回全道へき複・併置校教育研究大会石狩大会開催 
第３８回北海道社会教育研究大会開催 
北陽小学校校舎増築 
千歳第二小学校校舎増築 
千歳高校に学科を新設(国際教養科・国際流通科) 
千歳高校創立５０周年記念事業実施 
北海道言語障害児教育研究大会千歳大会開催 
学校評議員設置 
長都小学校開校１００周年記念式典 
安全対策として小・中学校にインターホン及びオートロック設置 
完全学校週５日制開始「総合的な学習の時間」開始 
人口９万人突破 
東千歳中学校開校５０周年記念式典 
支笏湖勤労青少年フレンドシップセンター廃館 
北栄小学校に知的障害特殊学級、向陽台小学校に難聴特殊学級、千歳中学校に情緒・知的障害特殊学
級開設 
「特別支援教育推進体制モデル事業」の指定を受ける 
北栄小学校開校５０周年記念式典 
向陽台小学校に肢体不自由特殊学級開設 



１６ 

年 月 主な出来事 
平成１７（２００５）年 ３月 

 
６月 
１０月 

〃 １８（２００６）年 ４月 
 
 

５月 
８月 
１１月 
１２月 

〃 １９（２００７）年 ２月 
３月 
１０月 

 
１２月 

〃 ２０（２００８）年 ３月 
４月 

５・７月 
 

〃 ２１（２００９）年 ５月 
６月 

〃 ２２（２０１０）年 ４月 
〃 ２３（２０１１）年 １月 

１２月 
〃 ２４（２０１２）年 ３月 

４月 
 

〃 ２５（２０１３）年 ４月 
 

〃 ２６（２０１４）年 ３月 
４月 

 
 
 

〃 ２７（２０１５）年 ３月 
８月 
９月 

〃 ２８（２０１６）年 ４月 
 

１２月 
〃 ２９（２０１７）年 １月 

１２月 
〃 ３０（２０１８）年 ４月 

６月 
８月 

〃 ３１（２０１９）年 ４月 
令和 元（２０１９）年 ６月 
〃  ２（２０２０）年 ４月 

６月 
３（２０２１）年 ３月 

７月 

長都小中学校閉校 
支笏湖青少年研修センター閉所 
「北海道美々８遺跡出土品（１,１６４点）」国の重要文化財に指定 
千歳市の教育を考える市民会議設置 
国の構造改革特区の認定により幼稚園の入園年齢を１才引き下げ 
千歳第二小学校、東千歳中学校で２学期制の試行開始 
市民文化センターがリニューアルオープン 
児童の登下校時の安全確保のため「千歳っ子見守り隊」を設置 
千歳市民活動交流センター「ミナクール」オープン 
駒里小学校開校１００周年、駒里中学校開校５０周年記念式典 
末広小学校開校５０周年記念式典 
千歳市の教育を考える市民会議から３つの目標、２０の提言を受理 
第８回全国中学選抜卓球大会 
富丘中学校校舎増築 
青葉中学校開校５０周年記念式典 
緑小学校開校５０周年記念式典 
北陽小学校校舎増築 
学校二学期制開始 
市制施行５０周年、ジュニアエイトサミット２００８千歳支笏湖の開催記念事業として｢ちとせっこ未来フォーラ
ム｣を開催 
サケのふるさと館開館１５周年記念事業 
放課後こども教室のモデル事業を北栄小学校に開設 
埋蔵文化財センターが旧長都小中学校に移転オープン 
姉妹都市であるアンカレジ市ミアーズ中学校訪問事業を実施 
北進小中学校開級５０周年・開校４０周年記念式典 
真町中学校閉校 
勇舞中学校開校 
北陽小学校校舎増築 
北海道千歳高等支援学校開校 
祝梅小学校に情緒・知的障害特別支援学級、富丘中学校に情緒障害特別支援学級開設 
千歳市学校教育基本計画の策定（２０１４年～２０２０年） 
北陽小学校校舎増築 
スポーツセンターリニューアルオープン 
向陽台中学校に知的障害特別支援学級開設 
社会体育事業及びサケのふるさと館の所管を観光スポーツ部に移管 
小中学校全ての普通教室に「電子黒板、実物投影機及びブルーレイレコーダー」を配置 
サケのふるさと千歳水族館リニューアルオープン 
全小学校において、「フッ化物洗口」を開始（希望児童のみ） 
全小中学校土曜授業開始（年４回） 
全小学校１～４年生において外国語活動開始 
日の出小学校開校５０周年記念式典 
千歳市コミュニティ・スクール調査研究校として高台小学校、駒里小中学校、青葉中学校を指定 
千歳市小中連携・一貫教育調査研究実践モデル校区として青葉中学校区、東千歳中学校区を指定 
高台小学校、青葉中学校において、コミュニティ・スクール導入 
駒里小学校において、コミュニティ・スクール導入 
信濃小学校開校５０周年記念式典 
高台小学校、信濃小学校に知的・情緒障害特別支援学級開設 
千歳市小中連携・一貫教育調査研究実践第２期モデル校区として勇舞中学校区、向陽台中学校区を指定 
青葉中学校、北斗中学校に特別支援学級開設 
千歳市小中連携・一貫教育調査研究実践第３期モデル校区として富丘中学校区、北斗中学校区を指定 
千歳市教育振興基本計画の策定（２０２１年～２０３０年） 
キウス周堤墓群を構成資産の一つとする「北海道・北東北の縄文遺跡群」の世界文化遺産登録決定 
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４ 教育委員会組織と事務分掌 

 

 

（１）教育委員会組織 

教育部長 

次長 

学校指導室長 

企画総務課 

主幹 

（新設校建設担当） 

青少年課 

生涯学習課 

埋蔵文化財センター 

主幹 

（国指定史跡担当） 

学校給食センター 

文化施設課 

主査（新設校建設担当） 

総務係（TEL２４-０８１９） 

企画係（TEL２４-０８４５） 

施設係（TEL２４-０８２９） 

小中学校 

学校教育係（TEL２４-０８３９） 

特別支援教育係（TEL２４-０５００） 

主査（特別支援教育学校指導担当）

（TEL２４-０８４２） 

生徒指導係（TEL２４-０８５９） 

青少年指導係（TEL２４-０８６２） 

生涯学習推進係（TEL２４-３１５３） 

社会教育係（TEL２４-０８４８） 

管理係（TEL２４-４２１０） 

調査係（TEL２４-４２１０） 

業務係（TEL２３-３５９１） 

主査（学校給食センター整備担当） 

（TEL２３-７７６８） 

文化施設係（内線５４９・５５３・５５４） 

指導係 

教職員係（TEL２４-０８４２） 

教育長 

学校教育課 

学校指導課 

（TEL２４-４２１０） 

（TEL２４-００３０） 
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（２） 教育委員会事務局事務分掌 

 

【企画総務課】 【主幹（新設校建設担当）】 

 教育委員会の会議及び委員に関すること。 

 教育長訓示等の制定、改廃に関すること。 

 教育行政の総合調整に関すること。 

 儀式、渉外、ほう賞及び表彰に関すること。 

 陳情及び請願に関すること。 

 共催及び後援に関すること。 

 情報公開及び個人情報保護に関すること。 

 公印の管理に関すること。 

 寄附採納に関すること。 

 法令の調査研究に関すること。 

 公告式に関すること。 

 職員の人事に関すること。 

 職員の服務に関すること。 

 職員の賞罰に関すること。 

 職員の研修に関すること。 

 職員の給与に関すること。 

 職員の福利厚生に関すること。 

 公務災害補償等に関すること。 

 教育委員会関係文書の収受に関すること。 

 教育予算及び決算に関すること。 

 学校の経理事務に関すること。 

 教材及び備品に関すること。 

 広報に関すること。 

 教育行政相談に関すること。 

 公立学校、私立学校（幼稚園及び大学を除く。）

及び各種学校に関すること。 

 奨学金に関すること。 

 幼児教育の振興に関すること。 

 教育委員会公用車の運行管理に関すること。 

 教育関係機関との調整に関すること。 

 通学区域に関すること。 

 学校の設置、管理及び廃止に関すること。 

 教職員住宅に関すること。 

 学校施設設備の維持管理に関すること。 

 他の課に属さない事項に関すること。 

 部の庶務に関すること。 

 教育振興基本計画に関すること。 

 北陽小学校分離校の建設等に関すること。 

 北陽小学校の過大規模対策に関すること。 

【学校教育課】 

 児童生徒の通学に関すること。 

 スクールバスに関すること。 

 指定校及び指定校の変更に関すること。 

 区域外就学に関すること。 

 学齢児童生徒の就学に関すること。 

 外国人の就学に関すること。 

 学齢簿に関すること。 

 教育活動の支援に関すること。 

 就学援助に関すること。 

 児童生徒の健康診断に関すること。 

 学校施設の衛生管理に関すること。 

 学校災害共済に関すること。 

 学力向上の推進に関すること。 

 学級編成に関すること。 

 教科書、副読本その他教材に関すること。 

 教師用指導図書に関すること。 

 外国語指導助手に関すること。 

 特別支援学級の運営に関すること。 

 教育支援委員会に関すること。 

 就学相談に関すること。 

 特別支援教育就学奨励に関すること。 

 特別支援教育に関すること。 

【青少年課】 

 児童生徒のいじめ・不登校問題及び事故報告に関

すること。 

 学校適応指導教室に関すること。 

 青少年問題の総合的施策の調整及び企画に関す

ること。 

 青少年問題協議会に関すること。 

 青少年の健全育成に関すること。 

 青少年の非行防止及び指導に関すること。 

 青少年の相談指導に関すること。 

 青少年指導センターに関すること。 

 青少年関係行政機関及び団体との連絡調整に関

すること。 
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【生涯学習課】 【文化施設課】 

 社会教育委員に関すること。 

 社会教育施設の設置、廃止に関すること。 

 成人教育の振興に関すること。 

 ユネスコ活動に関すること。 

 社会教育関連団体の登録に関すること。 

 芸術文化の振興に関すること。 

 市民文化表彰に関すること。 

 文化関係団体の調整に関すること。 

 公益財団法人千歳青少年教育財団に関するこ

と。 

 青少年の教育に関すること。 

 家庭教育に関すること。 

 生涯学習の推進に関する企画立案及び総合調

整に関すること。 

 生涯学習の普及及び啓発に関すること。 

 市民活動及び地域に関する情報の提供及び活

用に関すること。 

 市民活動交流センターの運営に関すること。 

 みんなで、ひと・まちづくり事業に関すること。 

 地域学校協働活動に関すること。 

 その他生涯学習の振興に関すること。 

 市民文化センター及び市民ギャラリーの管理運営

に関すること。 

 図書館の管理運営に関すること。 

 公民館及び分館の管理運営に関すること。 

 公民館運営審議会に関すること。 

 青少年会館の管理運営に関すること。 

 

【学校指導課】 

 教育課程の編成に関すること。 

 学校の指導助言に関すること。 

 学力向上検討委員会に関すること。 

 学力向上に係る施策立案に関すること。 

 教職員の人事に関すること。 

 教職員の服務に関すること。 

 教職員の賞罰に関すること。 

 教職員の研修に関すること。 

 教職員の給与に関すること。 

 教職員の福利厚生に関すること。 

 教職員の健康診断に関すること。 

【埋蔵文化財センター】 

 文化財の保護、調査、研究、保存及び活用に関

すること。 

 埋蔵文化財の発掘調査に関すること。 

 文化財保護審議会に関すること。 

 世界文化遺産登録に係る関係機関との調整に

関すること。 

 埋蔵文化財センターの管理に関すること。 

【主幹（国指定史跡担当）】 

 国指定史跡の保護、調査、研究、保存及び活用

に係る専門的事項及び技術的事項に関するこ

と。 

 埋蔵文化財の発掘調査についての専門的及び

技術的な指導・助言に関すること。 

【学校給食センター】 

 学校給食センター運営審議会に関すること。 

 学校給食に関すること。 

 施設の管理・運営に関すること。 

 給食会計経理その他一般事務に関すること。 
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〔２〕教育財政 

１ 教育予算 

（１） 教育費の推移（人件費を除く） 

  

年 度 一般会計予算（千円） 教育費（千円） 構成比（％） 

２４年度 ４２,１２７,４８９ ２,８０１,８２０ ６.７ 

２５年度 ４２,６９２,２０９ ３,５４９,３５１ ８.３ 

２６年度 ３６,４０９,８７８ ３,３８９,５２３ ９.３ 

２７年度 ３６,９４２,７６０ ３,３２４,４８８ ９.０ 

２８年度 ３７,７３８,５０９ ３,２９５,６５１ ８.７ 

２９年度 ３８,２０４,４２１ ３,４６８,３８１ ９.１ 

３０年度 ３９,４３２,５３３ ３,５４３,０６７ ９.０ 

令和元年度 ４１,９４７,０９４ ６,２８２,９５６ １５.０ 

令和２年度 ４９,６０２,６５８ ５,３７１,９５０ １０.８ 

令和３年度 ４９,８０８,８９４ ８,８９５,６５１ １７.９ 
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（２）令和３年度当初予算構成 

 

 

 

 

 
 

 

【教育費】 

区 分 額（千円） 割合（％） 

教育総務費 ６３４,３７１ ７.１ 

小 学 校 費 ３,６８１,９１２ ４１.４ 

中 学 校 費 ６４０,４７１ ７.２ 

幼 稚 園 費 １４,９７０ ０.２ 

社会教育費 ６５１,５６２ ７.３ 

保健体育費 ９６５,４２１ １０.９ 

大 学 費 ２,３０６,９４４ ２５.９ 

総 額 ８,８９５,６５１ １００.０ 
 

 

 

 

議会費

225,107

総務費

4,279,997

民生費

14,922,170

衛生費

2,369,860

労働費

38,199

農林水産業費

457,633
商工費

1,175,068

土木費

3,345,241

消防費

424,906

教育費

8,895,651

公債費

4,895,266

諸支出金

2,148,936

職員費

6,590,860

予備費

40,000

教育総務費

634,371

小学校費

3,681,912

社会教育費

651,562

幼稚園費

14,970

中学校費

640,471

保健体育費

965,421

大学費

2,306,944

区 分 額（千円） 割合（％） 

議 会 費 ２２５,１０７ ０.５ 

総 務 費 ４,２７９,９９７ ８.６ 

民 生 費 １４,９２２,１７０ ３０.０ 

衛 生 費 ２,３６９,８６０ ４.８ 

労 働 費 ３８,１９９ ０.１ 

農林水産業費 ４５７,６３３ ０.９ 

商 工 費 １,１７５,０６８ ２.４ 

土 木 費 ３,３４５,２４１ ６.７ 

消 防 費 ４２４,９０６ ０.９ 

教 育 費 ８,８９５,６５１ １７.９ 

公 債 費 ４,８９５,２６６ ９.８ 

諸 支 出 金 ２,１４８,９３６ ４.３ 

職 員 費 ６,５９０,８６０ １３.２ 

予 備 費 ４０,０００ ０.１ 

総 額 ４９,８０８,８９４ １００.０ 

 



２２ 

２ 令和３年度主要事業予算                                  （単位：千円） 
 

款 項 目 
本年度予算 

（当初） 
説明 

教育費 ８,８９５,６５１  

 

教育総務費 ６３４,３７１  

    

教育委員会費 ４１２,６９１ 教育委員会運営管理業務経費、修学支援事業費等 

教育振興費 ２０８,９５０ 
特別支援教育体制推進事業費、スクールバス運行経費、学校

活動支援事業費等  

教育財産管理費 １２,７３０ 
教員住宅維持管理経費、教職員住宅購入事業費（割賦金）、

教職員管理職住宅建替事業費等 

小学校費 ３,６８１,９１２  

  

小学校管理費 ５６７,７５５ 
小学校運営管理業務経費、小学校施設管理経費、小学校就

学援助事業費、小学校ＩＣＴ機器等整備事業費等 

小学校営繕費 ３８５,０１３ 小学校維持補修業務経費、小学校防音機能復旧事業費等 

小学校建設事業費 ２,７２９,１４４ 
北陽小学校仮設校舎整備事業費（リース料）、みどり台小学校

建設事業費等 

中学校費 ６４０,４７１  

  
中学校管理費 ５７２,９７２ 

中学校運営管理業務経費、中学校施設管理経費、中学校就

学援助事業費、中学校ＩＣＴ機器等整備事業費等 

中学校営繕費 ６７,４９９ 中学校維持補修業務経費、中学校改修事業費等 

幼稚園費 １４,９７０  

  幼稚園振興費 １４,９７０ 幼稚園教育振興事業費（就園奨励費補助金等） 

社会教育費 ６５１,５６２  

  

社会教育振興費 ７,１１８ 高齢者学級開催事業費、家庭教育活動支援事業費等 

青少年対策費 １６５,７９２ 
青少年体験活動推進事業費、青少年会館施設管理経費、青

少年非行防止事業費等 

公民館費 ３３,５２３ 公民館管理運営業務経費、公民館分館管理運営業務経費 

文化振興費 ４３,０８７ 
埋蔵文化財センター管理業務経費、文化活動支援事業費、縄文

遺跡群世界遺産登録推進事業費、国指定史跡整備事業費等 

図書館費 １７２,９２３ 
図書館施設管理経費、図書管理業務経費、小中学校司書配

置事業費 

市民文化センター費 ２２９,１１９ 
市民文化センター・市民ギャラリー施設管理経費、市民文化セ

ンター音響・照明設備整備事業費（リース料） 

保健体育費 ９６５,４２１  

  

保健体育総務費 ３６,０１５ 
児童・生徒健康診断事業費、教職員健康診断事業費、就学

援助事業費等 

給食センター費 ３５１,９０９ 給食センター施設管理業務経費、給食提供業務経費等 

体育振興費 ５７７,４９７ 
スポーツ普及推進事業費、スポーツ施設管理業務経費、温水

プール施設管理経費等 

 大学費 ２,３０６,９４４  

  大学費 ２,３０６,９４４ 
公立大学法人運営事業費、公立大学法人修学支援事業費、

公立大学法人施設整備事業費等 
 


